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崩壊危険性評価図

対象斜⾯実際の崩壊
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5.崩壊危険性の⾼い斜⾯を抽出する⽅法1.はじめに（なぜ崩壊危険性の⾼い斜⾯の抽出が重要か）

6.評価結果の検証（捕捉率と空振り率）

2.⼟層強度検査棒とは（⼟検棒の概要）

3.⼟検棒による崩壊深度の推定精度
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⼟検棒による斜⾯の崩壊危険性評価は，技術者の現場判断を補⾜する有効な⼿法である．
・⼟層強度検査棒による崩壊推定深度の想定は，適⽤性の⾼い地形・地質条件下であれば可能である．
・崩壊深度と斜⾯勾配を⽤いて崩壊危険性を評価することは，簡便な⽅法であり現場での適⽤性が⾼い．

7.危険斜⾯抽出⽅法の課題とその改善策

4.⼟検棒で崩壊深度を推定しにくい条件

災
害
発
⽣
数

平成2年? 平成16年直轄国道災害発⽣数1）

そのため本研究は，
表層崩壊の危険斜⾯
抽出率の向上を⽬的
として，現場で簡単
かつ定量的に判断で
きる⼟層強度検査棒
を⽤いた崩壊危険性
評価⽅法を提案する．

佐々⽊（2013）2）他は，斜
⾯に「パッチワーク」状に分布
する危険箇所を絞り込むことを
⽬的に，表⼟の深さや強度を迅
速に調査できる「⼟層強度検査
棒」（⼟検棒：特許第3613591
号）を開発した．⼟検棒は，直
径 1.5cm先 端 ⾓ 度 60° の 先 端
コーンを⽤いて静的に貫⼊ない
しせん断することで⼟層深（⼟
検棒貫⼊試験：限界貫⼊深度試
験）や⼟層の強度（⼟検棒貫⼊試験：貫⼊強度試験，ベーンコーンせん
断試験）等を測定する装置である．本研究では，これらの試験のうち最
も簡単な試験法である限界貫⼊深度試験を⽤いた評価法を提案する．な
お，本研究は，H23紀伊半島⼤⽔害・H21中国九州北部豪⾬で発⽣した直
轄国道災害箇所（まさ⼟分布域：18箇所）を対象に実施したものである．

⼟検棒の推定深度と崩壊深度の関係

まさ⼟分域
（H21中国九州北部豪⾬の例）

⼟検棒試験箇所の⼟層構成

実際の崩壊箇所の滑落崖や側⽅崖近傍において⼟検棒の限界貫⼊深度
を測定し，実際の崩壊深度と⽐較した（左下図）．検討の結果，対象地
域の試験結果は，⼟検棒の限界貫⼊深度と崩壊深度との差が⼩さく，両
者の相関性も⾼いことが確認された（右下図のH21中国九州北部豪⾬の
事例等）．本⼿法は，対象箇所のように表⼟層のみが崩落し，崩壊物質
中の礫率が低いといった特徴を有する場合に有効であると考えられる．

なお，⼟検棒と似た形状の検⼟杖についても，貫⼊時の限界深度は崩
壊深度に近い値を⽰す場合があることが指摘されている．

貫⼊不⾜

貫⼊不⾜

貫⼊過⼤

⼟検棒で崩壊深度が推定し
にくい事例

<⼿順2>

近年，直轄国道で発⽣した災害は，そのほとんどが表層崩壊である
（下図）．佐々⽊（2013）2）は，表層崩壊が多く発⽣している原因の
⼀つとして，表層崩壊には効率的な調査⽅法・評価⽅法が乏しいことを
挙げている

本⼿法は，飯⽥（2012）5）の⼟層深/斜⾯勾配図(ここでは，崩壊危険性
評価図と称する)にプロットし，斜⾯の潜在的な崩壊危険性を評価するもの
である．

評価⼿順は，最初に対象斜⾯周辺の踏査を⾏い（⼿順１），実際の崩
壊跡から⼟層深および斜⾯勾配を測定する（⼿順2）．その後，その
データに基づいて不安定域と安定域を設定し，両者の境界線を無限⻑斜
⾯の安定計算で得ら
れた適切な崩壊⾯強
度(C,φ)を⽤いて決定
する．次に評価した
い斜⾯の斜⾯勾配と
⼟層深を⼟検棒によ
り計測し（⼿順3），
先ほどの図にプロッ
トすることで斜⾯の
危険性を評価する
（⼿順4）.

検証で⽤いた試験箇所の測線配置図

検証結果図（崩壊危険性評価図へのプロット）
上図は，無限⻑安定解析により，Cφに応じた不安定域境界線を設定できる

検証で⽤いた試験箇所の測線配置図

評価結果の検証は，この地域の道路に平⾏に配置した2測線上（⻑さ各
150m程度：2m間隔で試験：合計150地点）で実施した試験結果を⽤いて
⾏った（右上図）．

右下図は，周辺地域の
崩壊跡から取得したデー
タをもとに作成した崩壊
危険性評価図に2測線
（150点）の計測値をプ
ロットしたものである．

8.まとめ

＜課題：崩壊危険性評価において空振り率が⾼い理由＞検証結果図参照
①対象地域の崩壊すべてについて同じ崩壊⾯強度(C,φ)を有すると仮定し

ているため誤差が⽣じやすい．
②崩壊危険性評価図作成に⽤いるデータには，地下⽔上昇に伴い不安定化

したものだけでなく，地表⽔集中に伴うガリー浸⾷などの表⼟の薄い箇
所が不安定化した事例が含まれているため，安全側評価となっている．

③ロームの分布する尾根など斜⾯勾配は緩いが表⼟層が厚い斜⾯等は，実
際には安定であっても不安定域にプロットされる場合がある．
＜改善策：精度向上に向けて＞
①地表踏査や地形判読で，崖錐堆積物に厚く覆われている箇所や表⼟層の

厚い尾根の緩斜⾯等を事前に試験箇所から除外する．
②評価図作成時は，被災時の⽔位データや⼟検棒を⽤いた強度計測（ベー

ンコーンせん断試験）と併⽤する．

・本⼿法は，地表踏査や地形解析による危険斜⾯のスクリーニング後に，崩
壊深度の推定誤差が⼤きくなる条件を⼗分考慮したうえで実施すれば，災
害捕捉率が⾼いため危険斜⾯を抽出する効果的な⽅法になりうると考える．

・ただし，本⼿法は，空振り率が⾼いため，この⼿法のみで危険箇所を抽出
することは不向きである．

・本⼿法の最も有効な利⽤⽅法は，地質技術者が地表踏査した斜⾯において，
斜⾯の安定性を評価する際の補⾜データとして⽤いることである．今後，
現地調査時に，この⼿法を活⽤していただければ幸いである．

下表に⽰すように，斜⾯
変状のある地点で測定し
た計測値は，94％が不安
定域に含まれる（捕捉
率）．しかし，下表に⽰
すように空振り率は，平
均50％を超えている（特
に崖錐堆積物が⾼い）．

⼟検棒で崩壊深度を想定しにくい４条件

対象130地点における試験の結果，前項で⽰した⼟検棒による崩壊
深度の測定誤差は，下図に⽰す⼟層構造や崩壊機構を呈する箇所で⼤
きいことが確認された．そのため本⼿法の適⽤時には，踏査結果や空
中写真判読，松澤（2015）4）の斜⾯区分と⼟層構成の関係（遷急線に
よる斜⾯区分と崩壊形態の関係）等を参考にして事前検討を⾏い，下
図の条件を有する斜⾯である可能性が⾼い場合は，推定崩壊⾯深度に
誤差を多く含むことに留意しておく必要がある．

先端コーン
上が羽根付き
コーン（ベー
ンコーン）
下が通常の
コーン（円錐
コーン）

土検棒の構成（5ｍで4.5kg）

試験実施状況

検証結果
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